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東京科学大学
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金沢大学
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信州大学
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大阪大学
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目的

大阪大学
教室系技術職員の人事制度改革

柔軟な人事制度、処遇・キャリアパスの構築により、
個々のテクニシャンのステータス・パフォーマンスを向上

技術基盤強化 研究力向上

方針 各領域の多様性を尊重した、技術力を最大化するプランを策定
【2026年度から実施】
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ポイントの設定方法

現行の教員ポイント制

教授：１３ポイント 准教授：１１ポイント
講師：１０ポイント 助教：９ポイント
教育研究支援職：９ポイント

導入後のポイント制（教員・技術職員）

教授：１３ポイント 准教授：１１ポイント
講師：１０ポイント 助教：９ポイント
技術主監・技術室長：１１ポイント
技術専門員・班長：９ポイント
技術専門職員・係長：８ポイント
技術職員：６ポイント
嘱託技術（教務）職員：４ポイント

各領域はポイントの範囲内でポイントを使用し、
採用・昇任が可能に

職位別ポイント制の導入

新
た
に
設

定

Action PlanⅠ

現 行 新制度

教員と技術職員は別扱い

総ポイント・総人員枠を活用し
技術職員の新規採用や昇任も計画的に実現
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現 行

改正後

実態に応じた人事・人材育成

柔軟・迅速な手続き

ポイント制を使用した昇任プロセス
全学の職制定数に基づいた大学本部の審査を廃止し、
領域の選考・審査に基づく昇任手続きの実施を行う

職位別ポイント制の導入Action PlanⅠ

選考 審査領域

選考基準

大学本部

領域

事務手続

領域 技術専門職員

技術専門員

昇 任
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ポイント制を使用した昇任プロセス

１．技術専門職員 ⇒ 技術専門
員

２．技術職員 ⇒ 技術専門職員

技術専門員に昇任
技術専門職員に昇
任

選考・１Pt（専門員と専門職員の差分）を使用 選考・２Pt（専門職員と技術職員の差分）を使用

※選考基準・資格は、「国立大学法人大阪大学の技術
専門員及び技術専門職員に関する選考基準」による

職位別ポイント制の導入Action PlanⅠ

領域

技術専門職員
一般職基本給表（一）

４級以上

・技術系の国家資格試験（大卒
程度）に合格
・特許取得等の独創的な技術開
発
・学会賞等を受賞
・公募採択型の助成金獲得
・修士以上
・学会等で職務関連の論文発表
・職務に関連する著作発表
・技術職員研修会等での講師の
各種助成金募採択型の各種助
成公募採択型の各種助成学会
賞等を受賞

選考基準・技術専門員の資格 領域

技術職員
一般職基本給表（一）

３級以上

・技術専門員資格を満たす
・技術系の国家資格試験に合格
（前述に該当する者を除く）
・技術発表会等において職務に
関連する技術発表等
・技術職員研修会等の研修修了
の各種助成金募採択型の各種
助成公募採択型の各種助成学
会賞等を受賞

選考基準・技術専門職員の資格
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「技術教員」（研究技術職）

内容

■ 研究力向上に資する新しい職体系として、高度な技術専門性や経験を活かし、主体的
に研究に従事することもできる「研究技術職（技術教員）」を創設

■ 新たな「職」としては制定せず、人事上は「教員」（教授、准教授、講師、助教）とする
… 教育職（一）適用

■ 選考（退職採用ではなく、基本給表異動（職種異動）と位置づけ）や職責・業務、勤務
評価は、技術教員であることを考慮

■ 通常の教員と区別するため、「技術教授／技術准教授／技術講師／技術助教」の
称号を付与（称号付与規程を新規制定）

効果

■ 複線的なパターンの構築により、教室系技術職員のキャリア形成の多様化を推進
（テクニシャンの概念の拡大）

■ 処遇改善による人材獲得・定着化

ニーズ

■ 研究支援能力を有する高度専門人材の確保・定着
■ 研究支援人材としてのステータス、テクニシャン概念の拡大

Action PlanⅡ
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現 行 新制度

技術教員導入に伴い、人材の流動化や技術専門人材の活躍促進
先端研究支援基盤の全学的な強化へ

「技術教員」（研究技術職）Action PlanⅡ

技術職員 教 員

研究・教育研究支援

キャリアパスは
単線的・硬直的・・・

技術主監

技術専門員

技術専門職員

技術職員

教授

准教授

講師

助教

特
任
研
究
員

称号付
与

技術職員 教 員技術教員

特
任
研
究
員

教授

准教授

講師

助教

技術教授

技術准教授

技術講師

技術助教

技術主監

技術専門員

技術専門職員

技術職員

研究・教育研究支援 高度な研究支援・研究

キャリアパスの複線化・多様化

テクニシャン職域の拡大

人材流動化
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賞与での業績特別加算

内容
■「賞与制度改革」（別途検討中、2026年度～予定）を通し、業績に応じた特別加算の

種類と幅を拡大
■財源の多様化を図り、複層的な評価と処遇で処遇改善を行う

ニーズ

■業績に応じた細やかな処遇反映が必要

Action PlanⅢ

イメージ

業績手当を給与連動による「勤務評価部分（α）」と、
βポイントによる「特別加算部分（β）」の2階建て構造とする。

業績手当の一部に「特別加算
部分（β）」を加え、αでは
必ずしも処遇されない部分に
対する処遇を実現。
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山口大学
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岡山大学
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長岡技術科学大学
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自然科学研究機構
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運営面での体制
分子研技術推進部

主任技師3名、技師1名
主任技術員5名、技術員2名

主任技師1名、技師1名、
主任技術員3名、技術員2名

主任技師2名、技師0名
主任技術員3名、技術員3名

技師1名、
主任技術員3名、技術員5名

技師1名、主任技術員1名

課題 研修もユニットごとになりやすい… この他 特任専門員，技術支援員が在籍

部長
役職は任期付き

研究分野や装置が多岐にわたるため、細分化せざるを得ず、コミュニケーションを
どうするか︖が課題となっている。対策として専門（配置）転換を推奨しているが、
一方で技術支援が高度化している現状ではむずかしい。 66



課長(1名)、課長補佐、班長、係長、主任、係員(特任専門員を含む)の職階制
・研究領域技術班(7名)
・研究施設技術班(19名)
の2班で構成

技術職員の人材育成の事例ー生理学研究所ー
スモールサイエンスの大学共同利用研

体制

・課内人事異動、新任技術職員の選考と採用
・職階制の見直し （定年制延長のため昇任ポスト不足）
班長相当の『技師』および係長相当の『主任技術員』のポストを新設
→課組織の活性化と技術課運営体制の整備

人事に関する取り組み
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技術職員の人材育成の事例ー国立天文台ー
ラージサイエンスの大学共同利用研

キャリアパス
技術職員と技術系研究教育職員とを
またぐキャリアパスが存在

技術職員

技術系研究教育職員
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キャリアパスモデルとOFF-JT重点的実施項目
(1) 所有する技術を技術分野毎に共有し，維持

発展させるとともに，新しい技術をとりいれ，
また新規の技術を開発することを容易にする
環境構築

(2) 技術系職員のスキルアップを実現するための
人材育成方針とそれを実現する体制構築

(ア) 目指すべき職務系統と，目指すべき職務系統
に応じた人材育成のスキーム（モデルキャリア
パス）作り

(イ) 技術系職員のスキルアップのための適切な
技術指導体制（指導ツリーなど）の整備

(ウ) 必要に応じて，個人の技術範囲を広げる
ローテーションの積極活用

技術職員の人材育成の事例ー国立天文台ー
ラージサイエンスの大学共同利用研

キャリアパス

SE初級

SE中級

SE上級

PM初級

PM中級

PMP取得

MA初級

MA中級

個別技術

英語研修

研究リテ
ラシー

共通
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７種の材料を使ってだるま
落としを作ることでそれぞれ
の特性や加工方法を学ぶ

【リーダーと先輩社員のための「人財の育て方」研修】に参加しマネジメントスキルを
習得

装置開発室では真空、加速器、光学の知識に加え、機械加工や電子部品の
取り扱い、設計やシミュレーションなど幅広いスキルが必要とされる。そ
のため、新人に対しては多様な講習を実施している。

東海・北陸地区国立大学法人等技術職員合同研修への参加
愛知県主催スキルアップ講座への参加

装置開発ユニット

技術職員の人材育成の事例ー分子研ー
各ユニットの事例

新人教育

ユニット長のマネジメント能力向上のための取り組み

技術職員全体

分子研ではOFF-JT 一番充実
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技術職員の人材育成の事例ー分子研ー
プロジェクト推進型の事例 大学連携研究設備ネットワーク
講習会・研修会開催一覧 (1/2) 2024年度
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技術職員の人材育成の事例ー分子研ー
プロジェクト推進型の事例 大学連携研究設備ネットワーク
講習会・研修会開催一覧 (2/2) 2024年度
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マテリアル先端リサーチインフラプログラムとの連携
人材育成の講習会を共催

国立大学機器・分析センター協議会との連携
2018年度から正規会員機関として参画（それまではオブザーバー参加）
2022年度から事業検討委員会に中村チームリーダーが加入

コアファシリティ構築支援プログラムとの連携
東工大オープンファシリティセンターが推進する事業に協力
TCカレッジ開催の講演会等の案内を、人材育成情報として情報発信
「分析装置総覧講習会」をTCカレッジのカリキュラムとして
2022年から提供（ 講師︓中村チームリーダー、2022年6月18日開催）

技術職員の人材育成の事例ー分子研ー
プロジェクト推進型の事例 大学連携研究設備ネットワーク
他の設備共用事業との連携

(参考)2023年5月23日
2024年5月21日
2025年6月18日

「施設見学」（自然科学研究機構として支援）
2023年度は国立天文台を見学
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第５章 安定的な組織運営

「競争的研究費における各種事務手続き等に係る統一ルールについて」 （抜粋）

８．事務手続きのデジタル化・簡素化の徹底
競争的研究費にかかる各種事務手続きについて、デジタル化・簡素化を徹底することとする。

（略）
（５）費目構成は、別紙４「府省共通経費取扱区分表について」による取扱いを徹底すること。

（略）

府省共通経費取扱区分表

大項目 中項目 中項目の具体的な支出の例示 中項目の設定・取扱等 特記事項

人件費

業務・事業に直接従事した者の人件費で主体的に研究を担当する研究者の経費
　・研究採択者本人の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤費、住宅手
当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等
　・ポスドク等、機関で直接雇用する研究員の人件費（有給休暇等を含む）及び法定
福利費、通勤費、住宅手当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等
　・特殊機器操作、派遣業者からの派遣研究員の費用
　・他機関からの出向研究員の経費
　等
業務・事業に直接従事した者の人件費で補助作業的に研究等を担当する者の経費
　・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシスタント
　・研究補助作業を行うアルバイト、パート、派遣社員
　・技術補佐員、教務補佐員、事務補佐員、秘書
　等
＊人件費の算定にあたっては、研究機関の給与規程等によるものとする。

謝金

業務・事業の実施に必要な知識、情報、技術の提供に対する経費
　・研究運営委員会等の外部委員に対する委員会出席謝金
　・講演会等の謝金
　・個人の専門的技術による役務の提供への謝金（講義・技術指導・原稿の執筆・査
読・校正（外国語等）等）
　・データ・資料整理等の役務の提供への謝金
　・通訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱）
　・学生等への労務による作業代
　・被験者の謝金
　等
＊謝金の算定にあたっては、研究機関の謝金支給規程等によるものとする。

人件費
・謝金

直
接
経
費

（令和３年３月５日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ（令和５年５月２４日改正） 
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Sheet2

		人ベースに作ったリスト（名簿ですね。） ヒト ツク メイボ														機器ベースに作ったリスト キキ ツク

		氏名 シメイ		年齢 ネンレイ		定年の日 テイネン ヒ		担当する機器 タントウ キキ		後任補充の有無 コウニン ホジュウ ウム		備考 ビコウ				機器名 キキ メイ		技術職員 ギジュツショクイン		ユーザー（学内） ガクナイ		ユーザー（学外） ガクガイ		使用頻度 シヨウヒンド		更新の有無 コウシン ウム		更新時期 コウシンジキ		備考 ビコウ

		松浦 マツウラ		40				A		未定（若いので） ミテイ ワカ						A		松浦、○○ マツウラ								有（財務調整中） アリ ザイムチョウセイチュウ		R10.10		学内ユーザー多数。 ガクナイ タスウ

		○○		45				A、C		未定（若いので） ミテイ ワカ						B		△△								有（財務調整中） アリ ザイムチョウセイチュウ		R7.10		この機器がないと、乾地研の研究力は激減する。第４期中期計画達成や鳥大のブランド維持のためにも機器の更新は不可欠。またこの機器を管理運営できる技術職員の確保も不可欠。唯一対応できる△△は、R10.3に定年。 キキ イヌイ チ ケン ケンキュウ リョク ゲキゲン ダイ キ チュウキ ケイカク タッセイ トリダイ イジ キキ コウシン フカケツ キキ カンリ ウンエイ ギジュツ ショクイン カクホ フカケツ ユイイツ タイオウ テイネン

		△△		62		R10.3		B		有 ユウ		R8.4から、後任を入れる。そのために、◇◇のポストを使う。 コウニン イ ツカ				C		××、○○

		××		45				C		未定（若いので） ミテイ ワカ						D		◇◇								無 ナ		R10.10		あんまり使っていない。県や近隣の○○大学が同機器外部者使用を認めている。更新は不要 ツカ ケン キンリン ダイガク ドウキキ ガイブシャ シヨウ ミト コウシン フヨウ

		◇◇		60		R8.3		D		無し ナ		当該ポストを使って、△△が定年退職する前に△△の後任を先取り補充したい（人事調整中） トウガイ ツカ テイネンタイショク マエ コウニン サキド ホジュウ ジンジチョウセイチュウ



















【機密性○（取扱制限）】		




Sheet1

				大項目 ダイコウモク		中項目 チュウコウモク		中項目の具体的な支出の例示 チュウコウモク グタイテキ シシュツ レイジ		中項目の設定・取扱等 チュウコウモク セッテイ ト アツカ トウ		特記事項 トッキジコウ

		直接経費		人件費
・謝金 ジンケンヒ シャキン		人件費 ジンケンヒ		業務・事業に直接従事した者の人件費で主体的に研究を担当する研究者の経費
　・研究採択者本人の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤費、住宅手当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等
　・ポスドク等、機関で直接雇用する研究員の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤費、住宅手当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等
　・特殊機器操作、派遣業者からの派遣研究員の費用
　・他機関からの出向研究員の経費
　等
業務・事業に直接従事した者の人件費で補助作業的に研究等を担当する者の経費
　・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシスタント
　・研究補助作業を行うアルバイト、パート、派遣社員
　・技術補佐員、教務補佐員、事務補佐員、秘書
　等
＊人件費の算定にあたっては、研究機関の給与規程等によるものとする。

						謝金 シャキン		業務・事業の実施に必要な知識、情報、技術の提供に対する経費
　・研究運営委員会等の外部委員に対する委員会出席謝金
　・講演会等の謝金
　・個人の専門的技術による役務の提供への謝金（講義・技術指導・原稿の執筆・査読・校正（外国語等）等）
　・データ・資料整理等の役務の提供への謝金
　・通訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱）
　・学生等への労務による作業代
　・被験者の謝金
　等
＊謝金の算定にあたっては、研究機関の謝金支給規程等によるものとする。



【機密性○（取扱制限）】		
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「競争的研究費の直接経費から研究代表者（PI）の人件費の支出について」（抜粋）

２．直接経費からの人件費支出に関する事項
（４）支出の条件 
以下の全ての条件を満たす場合のみ直接経費から PI の人件費を支出することを可能とする。なお、本申合せ以前から PI 人件費の

支出が可能な研究費について、新たに条件を付すものではない。 
① 直接経費に PI の人件費（の一部）を計上することについて、PI 本人が希望していること 
② PI が所属する研究機関において、確保した財源を研究力向上のために適切に執行する体制が整備されていること【別紙参照】
③ 研究の業績評価が処遇へ反映されるなどの人事給与マネジメントを実施していること

【別紙】研究機関における本制度の利用により確保された財源の活用について

１．研究機関に期待される取組 
（略）

更には、競争的研究費だけでなく、民間からの受託・共同研究等の外部資金からも必要な人件費を獲得し、費用負担の適正化に努
めるとともに、それにより確保した財源についても、研究力向上のため、有効に活用されることが期待される。

２．本制度の導入にあたり研究機関において実施すべき事項
（２）活用方針の策定、周知 
各研究機関においては、所属する研究者の意向や研究機関の特性・規模等も踏まえつつ、「研究力向上」に向け、研究「人材」「資金」
「環境」の機能強化を図る活用方針を策定し、これに則り執行すること。（略）

また、以下に確保された財源の使途の一例を示すが、下記以外であっても研究機関において研究「人材」「資金」「環境」の機能強化
に資すると判断する施策に財源を活用することは可能である。 

（研究力向上のための財源の使途の例示） 
 ○研究「人材」の戦略的強化 
 ・直接経費から人件費を支出した PI の処遇の改善 
 ・若手研究者の新規雇用 

 ・博士課程学生等の処遇の改善 
 ・将来研究者を目指す高校生や学部学生を対象とした
研究の支援 

○多様かつ継続的な挑戦を支援する研究「資金」の配分 
 ・若手研究者のスタートアップ研究の支援
・当該研究からスピンアウトした研究への支援 

○魅力ある研究「環境」の整備 
 ・共用研究設備・機器の充実 
 ・若手研究者や PI 向けの共用設備等の無償化や低廉な使用料の設定 

（令和２年１０月９日競争的研究費に関する関係府省連絡会申し合わせ）
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決算

（略）
Q5． 目的積立金は、認められないのか。
A5． 認められています。

国立大学法人等においては、その事業である教育研究の特性から中期計画において記載された
教育研究に係る当該事業年度に行うべき事業を行った場合には、剰余金について、予め国に帰属
すると定められたものを除き、原則として経営努力認定を行う取扱いとしています。

具体的には、目的積立金は、当期総利益と次年度以降使途が決まっていない現金のいずれか低
い方で算出しており、その金額から減額されたことはなく、申請した金額が全額承認されています。
目的積立金は、国立大学法人等が一定のインセンティブのもとで弾力的かつ効果的・効率的な業務
運営を行える仕組みとして認められた制度です。利益は利益として出した上で、それが費用の節減
、収益の増の結果であることについて説明してください。

Q6． 目的積立金は、施設・設備にしか使えないのか。
A6． 目的積立金は教育研究の質の向上及び業務運営の改善など各法人における使用目的に基づ
き、施設・設備以外の物件費や人件費にも使用することが可能です。

「国立大学法人の業務運営に関する FAQ」（抜粋）
（令和６年12月改訂版 文部科学省）
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Ａ-１．資金の好循環
（略）
２ 研究成果として創出された「知」への価値付け 

【現状と課題】
○ 研究成果の価値については、特許をはじめとする知的財産権という形で評価されるのが最も一般的であろう。し
かしながら、価値創造に貢献する「知」の形態は、知的財産権にとどまるものではなく、学術論文・学会発表はもとよ
り、研究試料やデータ、ノウハウ、さらには研究等の知的活動そのもの等として、広く認めることができる。

○ これら研究成果への価値付けについては、臨床研究データの利用許諾等といったかたちで、一部の大学におい
て始まっている。今後、このような取組をさらに多様化・拡大することで、資金の好循環に貢献していくことが期待さ
れる。

（略）

【処方箋】
✓一定の成果を得たことについて評価し、成功報酬として支払う条項を設けるなど、成功報酬型の契約を導入する。

（略）

（１）成功報酬
○ 現在の多くの共同研究契約では、どのような研究成果が得られた場合でも、あるいは成果が得られない場合であ
っても、これらについて特別な条項を設ける事例は少ない。

○ 大学等及び所属する研究者が、より企業との共同研究における研究成果の創出にコミットするためのインセンティ
ブを設定する手法のひとつとして、成功報酬がある。

○ 具体的には、共同研究契約書において、一定の成果を得たことについて評価し、契約額を変更して成功報酬を支
払う条項を設けたり、次年度の共同研究費を増額させたりすることが考えられる。

○ ただし、このような契約形態においては、組織としての大学や個人としての研究者の利益相反をより適切にマネジ
メントする必要性が生じることには留意する必要がある。

「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】」（抜粋）
（令和２年６月３０日文部科学省 経済産業省）
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